
 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体拘束最小化のための指針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療法人社団日翔会 

生野愛和病院 
 



１.身体拘束の最小化に関する基本的な考え方 

身体拘束は患者の行動の自由を制限するものであり、患者の尊厳ある生活・活動を阻むも

のである。当院では患者の尊厳と権利を尊重し、身体拘束を安易に正当化することなく、職

員一人一人が拘束による精神的苦痛（自由が奪われたことへの屈辱感・孤独感・意欲の喪

失・認知機能低下等）、身体的弊害（関節の拘縮・筋力低下・褥瘡発生・心肺機能低下等）、

社会的弊害（QOL の低下・病院への不信感等）を理解し、身体拘束廃止に向けた意識を持

ち、身体拘束をしない医療・看護の提供に努める。 

 

２.身体拘束の定義 

  身体拘束とは、抑制帯等、患者の身体又は衣服に触れる何らかの用具を使用して、一時的

に当該患者の身体を拘束し、その運動を抑制する行動の制限をいう。 

 

３.緊急やむを得ず身体拘束を行う場合 

 ① 緊急やむを得ず身体拘束を行う要件 

   患者または他の患者等の生命または身体を保護するための措置として、緊急やむを得ず

身体拘束を行う場合は、以下の 3 要件をすべて満たした場合に限り、必要最低限の身体拘

束を行うことができる。 

 

   ・切迫性 ：患者本人または他の患者等の生命または身体が危険にさらされる可能性が

著しく高いこと 

   ・非代替性：身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する方法がないこと 

   ・一時性 ：身体抑制、その他の行動制限が一時的なものであること 

  

 ② 緊急やむを得ず身体拘束を行う場合の説明と同意 

   上記 3 要件については医師・看護師を含む多職種で検討し必要と認めた場合、医師が指

示し、事前に患者・家族等への説明と同意を得て行うことを原則とする。ただし、直ちに

身体拘束を要する切迫した状況で、事前に同意を得ることが困難な場合は、身体拘束開始

後、可及的すみやかに家族等に説明して同意を得る。 

 

 ③ 身体拘束を行った場合 

   緊急やむを得ない理由、拘束による患者の心身の弊害、リスク等、医師・看護師を中心

に複数の職員でカンファレンスを行い、診療録に記載する。 

   解除に向けた検討を少なくとも 1 日 1 回は行い、できる限り早期に拘束を解除するよう

努力する。 



 

 ④ 身体拘束を行う場合は、当院の「身体拘束マニュアル」に準ずる。 

 

４.身体的拘束禁止の対象としない具体的な行為 

当院は、肢体不自由や体幹機能障害がある方に対し、残存機能を最大限に活かし、行動意

欲を阻害しない関わりを行います。また、在宅復帰を目標として、患者様が可能な限り自分

の力で生活できるよう、日常生活動作の維持・向上を支援します。行動を支援する目的や、

安定した体位を保持するために必要な行為については、患者様の安全と自立を確保するため

の必要な援助として、身体的拘束禁止の行為の対象としない場合があります。 

 

  ・整形外科治療で用いるシーネ固定等 

  ・点滴時のシーネ固定 

  ・転落防止のためのサークルベッド・4 点柵使用 

  ・自力座位を保持できない場合の車椅子ベルト 

  ・患者を転倒や離院などのリスクから守る自己防止対策（離床センサー等） 

  ・患者さんが安全に移動しやすいように、または介助がしやすいようにベッドを壁側に寄

せる 

 

５.身体拘束最小化に取り組む姿勢 

 ① 患者が問題行動に至った経緯をアセスメントし、問題行動の背景を理解する。 

 

 ② 身体拘束をすぐに行う必要があるかを複数名で評価し、身体拘束をしなくても良い対応を

検討する。 

 

 ③ 多職種によるカンファレンスを実施し、身体拘束の必要性や患者に適した用具であるか等

評価する。 

 

 ④ 身体拘束は一時的に行うものであり、期間を決め、アセスメントを行い、身体拘束解除に

向けて取り組む。 

 

 ⑤ 身体拘束を行う必要性を生じさせないために、日常的に以下のことに取り組む。 

   ア 患者主体の行動、尊厳ある生活を尊重する。 

   イ 言葉や対応等で患者の精神的な自由を妨げない。 

   ウ 患者の思いをくみとり、患者の意向に沿った支援を行い、多職種協働で患者に応じた

丁寧な対応に努める。 



   エ 危険行動を誘発する原因の特定と除去に努める。 

   オ 「やむを得ない」と安易に身体拘束に該当する行為を行っていないか常に振り返り、

患者が主体的な入院生活を送れるように努める。 

   カ 適切な薬物療法、非薬物療法による認知症ケアやせん妄予防により、患者の危険行動

を予防する。 

 

⑥ 身体拘束には該当しない患者の身体又は衣類に触れない用具であっても、患者の自由な行

動を制限することを意図とした使用は避ける。 

 

⑦ 鎮静を目的とした薬剤の適正使用 

一過性不眠には基本的に睡眠薬は不要である。適切な評価を行い、不眠に対する薬物療

法が必要と判断された際には、せん妄を惹起する可能性や睡眠薬・鎮静薬による耐性や離

脱症状、乱用のリスクを考慮した上で検討を行う。 

 

６.基本的なケアの充実 

 身体拘束を必要としないケアを実践するため、以下の基本的なケアを大切にします。 

 

①起きる  ：可能な限り離床を促し、患者が自分の周囲の状況を認識し、生活リズムを

保てるように支援します。 

②食べる  ：患者にとって食べることが楽しみや生きがいとなることを大切にし、安全

に食事を摂取できるように支援します。 

③排泄する ：患者の尊厳を守り、可能な限りトイレで排泄できるよう支援します。おむ

つを使用している場合も、適切な交換と清潔保持を行います。 

④清潔にする：清潔を保持し、皮膚トラブルや不快感を予防します。入浴、更衣、清拭等

について患者の状態に応じて適切に実施します。 

⑤活動する ：患者の生活歴や好みに合わせた活動を取り入れ、心身の適切な刺激を提供

します。可能な範囲で身体活動やリハビリテーションを行い、その人らし

い生活を支援します。 

 

７.緊急やむを得ず身体的拘束を行わざるを得ない場合の対応 

 ① 緊急やむを得ず身体的拘束を行う必要があるかどうかを、医師と看護師を含む多職種によ

るカンファレンスで検討する。必要と認めた場合、医師は身体的拘束の指示をする。 

 

 ② 医師は同意書を作成し、事前に患者・家族等に説明して身体的拘束開始の同意を得る。た

だし、直ちに身体的拘束が要する切迫した状況で、事前に同意を得ることが困難な場合



は、身体的拘束開始後家族等に説明し理解を得るよう努める。 

 

 ③ 同意が得られない場合は、身体的拘束を行わないことで起こり得る不利益や危険性を説明

し、診療録に記載する。 

 

 ④ 身体的拘束中は身体的拘束の態様および時間、その際の患者の心身の状態並びに緊急やむ

を得ない理由を記録する。 

 

 ⑤ 身体的拘束中は毎日、早期解除に向けたカンファレンスを実施する。カンファレンスで

は、3 要件を踏まえ、継続の必要性を評価する。 

 

 ⑥ カンファレンスで検討した内容は医師と共有し、医師はその内容を踏まえて身体的拘束の

解除の可否を判断する。 

 

 ⑦ 身体的拘束を継続する必要がなくなった場合は、速やかに解除する。 

 

８.身体拘束最小化のための体制 

院内に身体拘束最小化に係る身体拘束最小化チーム（以下「チーム」）を設置する。院内の

身体拘束廃止委員会と協働し、活動を行う。 

 

 ① チームの構成 

  医師、看護師、薬剤師、リハビリ療法士、医療安全管理者、看護師長等、多職種で構成す

る。 

 

 ② チームの役割 

  ・身体拘束の実施状況を把握し、管理者を含む職員に周知する。 

  ・身体拘束最小化に向けた医療・ケアを検討する。 

  ・身体拘束最小化のための指針の作成、見直しを行う。 

  ・身体拘束最小化のための職員研修を行い、身体拘束をしない組織風土の醸成に努める。 

 

９.身体拘束最小化に向けた職員教育 

当院は、身体的拘束の最小化および患者の尊厳を尊重としたケアを推進するため、医療・

介護に携わる職員を対象として必要な研修を実施する。 

 

 ① 研修内容は、支援に関わる全ての職員に対して実施、身体的拘束最小化と人権を尊重した



ケアの施行を図る。 

 ② 職員研修は原則年 1 回、及び職員採用時に実施する。 

 ③ 必要に応じて追加研修を行い、内容を記録する。 

 

１０.指針の公開 

本指針は、当院における身体的拘束最小化の基本的な考えおよび取り組みを明らかにする

ため、院内に周知するとともに、当院ホームページ等を通じて公開する。 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 1 日  制定 

令和 8 年 6 月 1 日  改訂 


